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演者らは、 1979 年以降、 感染症サーベイランスを 目的として、 病原体検出情報 

など検査室由来情報を 対象とするマイクロコンビュータ 情報処理システムの 開発 

を行い、 国内及び海覚においてユーザを 得るに至っている。 ただし、 この種の情 

報を内外の検査機関において 相互に比較してさらに 有効に利用するためには、 取 

扱 情報の信頼性及 び 標準化についても 配慮しなければならない。 このため、 内外 

において情報処理システムの 普及を図る一方、 情報の生産者であ る検査室に対し 

ては、 検査技術の指導等も 行ってきた。 それらの経験に 基づいて、 検査室由来 情 

報 処理のあ り方及 び 今後における 情報メディアの 有効利用について 考察する。 

我が国においては、 各種の感染症に 対するサーベイランス ( 流行予防のための 

発生状況監視 ) 事業が行われており、 対象となる感染症の 発生情報は疾病統計等 

として定期的に 集約されている。 それらの情報は、 基本的には、 臨床診断によっ 

て得られるが、 患者の症状や 臨床所見のみに 基づいてそれらの 感染症を診 定 する 

ことは必ずしも 容易でなく、 起因病原体の 検出によってその 情報を裏 付けること 

が 必要となる。 病原体が検出されると、 これを型別・ 薬剤感受性試験等に 供試す 

ることができ、 病原体に関するさらに 詳細な特性情報 ( すなわち病原体情報 ) が 得 

られる。 このようにして 生産される病原体情報は、 患者の適正治療を 行 う 上に有 

用であ るはかりでなく、 その他の付帯情報と 共に処理・解析されれば、 集団事例 

の 認識、 感染経路や感染源の 究明のための 疫学的指標としても 極めて有用であ る   

また、 防疫対策や抗生剤使用上の 政策を講ずる 上に有用な基礎資料ともなる。 

演者らが行ってきた 情報処理システムの 開発は、 このような検査室由来の 情報 
を 取扱対象としたものであ る。 この病原体情報は、 定期的に公開される 関連の疾 

病 統計等と比較してさらに 詳細なものであ り、 しかも検出病原体の 如何によって 

人力を要する 特性情報がまちまちであ るという性格をもっており、 このため、 シ 

ステムの設計やオペレーションには、 感染症および 病原微生物に 関する専門的な 
知識が必要であ った。 そこで演者らは、 感染症サーベイランス 領域において 検疫 

/ 法定伝染病をはじめヒト 下痢症の原因となる 各種腸管系病原菌の 検査を担当し 
てきた経験を 生かし、 パーソナルコンビュー タ を用いて、 検査室で利用できる 検 

査室由来情報処理用 ヂ一 タベースの自家開発を 行ってきたわげであ る。 

演者らが開発した 主な検査室由来情報処理システムは 次のとおりであ る。 

M R F C : 海外渡航者下痢症例を 対象とした東京都立衛生研究所の「海覚旅行者 

健康診断」業務に 係わる検査情報 ( 検査材料，被検者情報、 検査成績 ) の管理用 チ 

一 タベース。 後日、 専用のチータ 解析システム (MDA シリーズ ) 及び分離菌株情報 

管理用 ヂ一 タベース (lRFC) を迫加開発した。 
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M E R T : 東京都・特別区の 保健所および 関係検査機関の 傲生物検出情報の 管理 

用データベース。 月利・検査機関別の 検査件数および 病原微生物検出例数 ( 種 ， 群 ・ 

型別等 ) の集計情報を 取り扱うもので、 「東京都微生物検出情報」の 刊行に利用する。 

T F S J : 腸チフス中央調査委員会の 腸チフス・パラチフス 発生情報管理用 ヂ一 

タベース。 全国における 同疾患の患者・ 保菌者に関する 情報を報告例単位で 取り 

扱い、 集団、 流行および再発事例などについての 検索，解析技能等を 備える。 

これら各システム 開発の経験を 生かし、 内外の関係検査機関等において 広く 利 

用 することを想定して 開発したのが、 分離病原体情報管理・ 処理用チータベース 

(DEPlDs) であ る。 本 システムは、 元来、 朋 R 法人日本国際医療 団 (l   F れ 内の東南 アジ 

ア 医療情報センター (SEA Ⅲ C) が行う腸管系感染症の 病原体に関する 情報を対象と 

した感染症チータ 交換事業 (Deta Exchange Program on lnfectious Diseases) 

0 発展に役立て、 各国の感染症サーベイランス・システムにおける 検査情報の活 

用を促し、 取扱情報の質的向上にも 応用しようという 構想に基づいて 開発された。 

DEPlDs の最初のバージョンは、 1987 年 3 月に東京で開催された 第 m4 回 SEAMl(@ ワ 

一 クショップにおいて、 加盟各国力ウンターバート・ラボラトリーの 代表者に紹介 
された。 その後若干の 改造を経て得た 新バージョンの 内 、 Ver.2. 川 (NEC の PCg801 

vm2 またはその他の 互換機用 ) が国内で、 また、 Ver.3.10 ( @BM の PS/2 Ⅱ ode@ -30 、 

その他の PC-AT 互換機用 ) が東南アジアの 各国において、 それぞれユーザを 得る 

に 至っている。 また後者は、 1988 年 11 月にマニラの り PROd 世界保健機構 西 太平洋 

地域事務所 ) において開催された 「 Regiona@ り orkshop on the Qual ity Control 

of@ Laboratory@ Di   gnos@@   and@ SurvC     l l   nce@ on@ Ant@   i   rob@@   1@ Resi   tancej@ @ 

おいても紹介され、 り PRO が企画する耐性菌サーベイランスにも 利用できるこどが 
確認された。 これは、 国際的に普及率が 高い lBM のハードウェアを 使用機種に選定 

したためでもあ ると考えている。 またさらに、 フロッビーチ ィスク を情報交換用 

の バ チ ィア として利用することも 可能となったと 言える。 

このようにして 検査室由来情報をコンピュータ 用の記憶メチ ィア に収録するこ 

とによって、 検査機関各個には 検査室ならではの 多彩かつ詳細な 病原体特性情報 

処理が可能になった。 しかし、 各検査機関において 得られた情報を 相互に交換 / 

比較してより 有効に活用するためには、 取扱情報の信頼性を 確保すると共にその 

標準化の問題についても 検討がなされなければならない。 

上に述べたように 各検査機関において 共通のコンビュータ 情報システムを 使用 

することによって ( たとえ各々がスタンド・アロン 方式の運用であ っても ) 、 情 

報の取扱が画一・ 標準化されていくであ ろうし、 またシステムを 自主的な内部精 

度管理等に応用することによっても 情報の質的向上が 期待できよう。 しかし、 検 

査 精度を直接左右するのは、 やはり、 検査体制や検査技術であ り、 したがって 、 

上の問題を解決するためには、 該 情報の生産担当者であ る検査室及び 検査技術者 

に 対し、 必要な情報の 提供を行うと 共に適切な技術指導が 必要であ ろう。 これは 

従来、 国際的な学会やプロジェクト 活動、 国際協力事業への 関与等の機会を 有効 

に 利用して、 相当の成果をあ げてきたと考えている。 さらに今後は、 コンピュー 

タ等をこの方面にも 有効に利用して、 情報の標準化と 精度の向上に 努力したい。 
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